
AR6 統合報告書 政策決定者向け要約

◼ 本資料では、SPMのヘッドライン・ステートメントのほか、補足となる図の一
部の暫定訳を記載しています。

◼ 本資料は、IPCC 第58回総会において承認されたドラフトに基づいた、令和
５年３月20日（月）時点の暫定訳であり、今後、IPCCより公表される確定版
報告書に基づき修正する可能性があります。

政策決定者向け要約（SPM）の構成

A：現状と傾向

B：長期的な気候変動、リスク、及び応答

C：短期的な応答
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A：現状と傾向

A.1 人間活動が主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き起こしてき
たことには疑う余地がなく、1850〜1900年を基準とした世界平均気温は2011〜
2020年に1.1℃の温暖化に達した。世界全体の温室効果ガス排出量は増加し続
けており、持続可能でないエネルギー利用、土地利用及び土地利用変化、生活
様式及び消費と生産のパターンは、過去から現在において、地域間にわたって、
国家間及び国内で、並びに個人の間で不均衡に寄与している（確信度が高い）。

A.2 大気、海洋、雪氷圏、及び生物圏に広範かつ急速な変化が起こっている。人
為的な気候変動は、既に世界中の全ての地域において多くの気象と気候の極端
現象に影響を及ぼしている。このことは、自然と人々に対し広範な悪影響、及び
関連する損失と損害をもたらしている（確信度が高い）。現在の気候変動への過
去の寄与が最も少ない脆弱なコミュニティが不均衡に影響を受ける (確信度が高
い)。
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A：現状と傾向

A.3 適応の計画と実施は全ての部門及び地域にわたって進展しており、その便
益と様々な有効性が文献で報告されている。進展があるにもかかわらず、適応の
ギャップが存在し、現在の適応の実施の速度では今後も拡大し続ける。一部の生
態系と地域では、ハードな（変化しない）適応の限界及びソフトな（変化しうる）適
応の限界に既に達している。適応の失敗は一部の部門と地域で生じている。現在
の世界全体の適応のための資金フローは、特に途上国において、適応オプション
の実施には不十分であり、その実施を制約している（確信度が高い）。

A.4 緩和に対処する政策及び法律は、AR5以降一貫して拡充してきている。2021
年10月までに発表された「国が決定する貢献（NDCs）」によって示唆される2030年
の世界全体のGHG排出量では、温暖化が21世紀の間に1.5℃を超える可能性が
高く、温暖化を2℃より低く抑えることが更に困難になる。実施されている政策に基
づいて予測される排出量と、NDCsから予測される排出量の間にはギャップがあり、
資金フローは、全ての部門及び地域にわたって、気候変動目標の達成に必要な
水準に達していない。（確信度が高い）
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B：長期的な気候変動、リスク、及び応答
B.1 継続的な温室効果ガスの排出は更なる地球温暖化をもたらし、考慮されたシ
ナリオ及びモデル化された経路において最良推定値が短期のうちに1.5℃に到達
する。地球温暖化が進行するにつれて同時多発的なハザードが増大する（確信
度が高い）。大幅で急速かつ持続的な温室効果ガスの排出削減は、約20年以内
に地球温暖化の識別可能な減速をもたらし、数年以内に大気組成に識別可能な
変化をもたらすだろう（確信度が高い）。

B.2 将来のいかなる温暖化の水準においても、気候関連リスクの多くはAR5での
評価よりも高く、予測される長期的影響は現在観測されている影響よりも最大で
数倍高い（確信度が高い）。気候変動に起因するリスクと予測される悪影響、及び
関連する損失と損害は、地球温暖化が進行するにつれて増大する（確信度が非
常に高い）。気候及び非気候変動リスクはますます相互作用し、より複雑で管理
が困難な、複合的かつ連鎖的なリスクを生み出す（確信度が高い）。
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B：長期的な気候変動、リスク、及び応答
B.3 将来変化の一部は不可避かつ/又は不可逆的だが、世界全体の温室効果
ガスの大幅で急速かつ持続的な排出削減によって抑制しうる。突発的かつ/又は
不可逆的な変化が起こる可能性は、地球温暖化の水準が高くなるにつれて増加
する。同様に、可能性は低いが潜在的に非常に大きな悪影響を伴う結果が起こる
確率は、地球温暖化の水準が高くなるにつれて増加する。（確信度が高い）

B.4 今日実現可能で効果的な適応オプションは、地球温暖化の進行に伴い制限
され、効果が減少する。地球温暖化の進行に伴い、損失と損害が増加し、より多く
の人間と自然のシステムが適応の限界に達する。適応の失敗は、柔軟で多部門
にわたる包摂的な長期計画と適応行動の実施によって回避でき、多くの部門とシ
ステムへの共便益（コベネフィット）を伴う。（確信度が高い）

B.5 人為的な地球温暖化を抑制するには、正味ゼロのCO2排出量が必要である。
温暖化を1.5℃又は2℃に抑制しうるかは、主に正味ゼロのCO2排出を達成する時
期までの累積炭素排出量と、この10年の温室効果ガス排出削減の水準によって
決まる（確信度が高い）。追加的な削減対策を講じていない既存の化石燃料イン
フラに由来するCO2排出量は、1.5℃（50%）の残余カーボンバジェットを超えると予
測される（確信度が高い）。
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B：長期的な気候変動、リスク、及び応答
B.6 オーバーシュートしない又は限られたオーバーシュートを伴って温暖化を
1.5℃（>50%）に抑える全てのモデル化された世界全体の経路、そして温暖化を
2℃(>67%)に抑える全てのモデル化された世界全体の経路は、この10年の間に全
ての部門において急速かつ大幅な、そしてほとんどの場合即時のGHG排出量の
削減を伴っている。世界全体でのCO2排出量正味ゼロは、これらのカテゴリーの
経路においてそれぞれ2050年代初頭及び2070年代初頭に達成される。（確信度
が高い）

図 SPM.5(a)

温暖化を1.5℃と2℃に抑えるには、急速かつ大幅で、ほとんどの場合緊急にの温室効果ガスの排出削減が必要である

CO2正味ゼロ及びGHG正味ゼロの排出量は全ての部門における大幅な削減によって実現しうる
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温暖化を2℃に抑える（＞67%)

温暖化を1.5℃に抑える（＞50%)
オーバーシュートしない、または
限られたオーバーシュートを伴う

過去の排量 (2000〜2015年）

実施された政策の結果、2.2〜3.5℃の温暖化をもた
らす排出量が予測される

モデルが示す2015年の排出量の幅

2019年の排出量は2010年
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過去の排出量と不確実性（2015年、2019年）
（黒点は中央値）
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B：長期的な気候変動、リスク、及び応答

B.7 温暖化が1.5℃などの特定の水準を超えたとしても、世界全体で正味負の
CO2排出量を実現し持続させることによって、温暖化を徐々に再び低減させうるだ
ろう。この場合、オーバーシュートしない経路に比べて、二酸化炭素除去（CDR）の
追加的な導入を必要とし、実現可能性や持続可能性に関する懸念を拡大させる
だろう。オーバーシュートは悪影響を伴い、その一部は不可逆的であり、人間と自
然のシステムにとって追加的なリスクをもたらす。このような影響及びリスクは全
てオーバーシュートの規模と期間とともに拡大する。（確信度が高い）



7

C：短期的な応答
C.1 気候変動は人間の幸福 と惑星の健康に対する脅威である（確信度が非常
に高い）。全ての人々にとって住みやすく持続可能な将来を確保するための機会
の窓が急速に閉じている（確信度が非常に高い）。気候にレジリエントな開発は、
適応と緩和を統合することで全ての人々にとって持続可能な開発を進展させ、特
に脆弱な地域、部門及び集団に向けた十分な資金源へのアクセスの改善、包摂
的なガバナンス、協調的な政策を含む国際協力の強化によって可能となる（確信
度が高い）。この10年間に行う選択や実施する対策は、現在から数千年先まで影
響を持つ（確信度が高い）。

C.2 この10年の間の大幅で急速かつ持続的な緩和と、加速化された適応の行動
によって、人間及び生態系に対して予測される損失と損害を軽減し（確信度が非
常に高い）、とりわけ大気の質と健康について、 多くの共便益（コベネフィット）をも
たらすだろう（確信度が高い）。緩和と適応の行動の遅延は、排出量の多いインフ
ラのロックインをもたらし、座礁資産とコスト増大のリスクを高め、実現可能性を低
減させ、損失と損害を増加させるだろう（確信度が高い）。短期的な対策は、高い
初期投資及び潜在的に破壊的な変化を伴うが、それらは様々な可能とする政策
によって軽減しうる（確信度が高い）。
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C：短期的な応答
C.3 大幅かつ持続的な排出削減を達成し、全ての人々にとって住みやすく持続
可能な将来を確保するためには、全ての部門及びシステムにわたる急速かつ広
範囲に及ぶ移行が必要である。これらのシステム移行は、緩和と適応のオプショ
ンの広範なポートフォリオの大幅なアップスケールを伴う。実現可能で、効果的か
つ低コストの緩和と適応のオプションは既に利用可能だが、システム及び地域に
わたって差異がある。（確信度が高い）

C.4 気候変動の影響の緩和と適応における加速的かつ衡平な行動が、持続可
能な開発に不可欠である。緩和行動及び適応行動は、持続可能な開発目標との
トレードオフよりも相乗効果を多く持つ。相乗効果とトレードオフは、文脈と実施の
規模に依存する。（確信度が高い）

C.5 衡平性、気候正義、社会正義、包摂および公正な移行のプロセスを優先す
ることで、適応と野心的な緩和の行動、気候にレジリエントな開発を可能にする。
適応の成果は、気候ハザードに対する脆弱性が最も高い地域と人々に対する支
援の増強によって向上する。気候変動への適応を社会保障制度に組み込むこと
によってレジリエンスが改善される。排出量の多い消費を削減するためのオプショ
ンは多数あり、それらは行動変容と生活様式の変化を通したものを含み、社会的
な幸福との共便益（コベネフィット）を伴う。（確信度が高い）
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C：短期的な応答
C.6 効果的な気候行動は、政治的な公約、十分に調整された多層的なガバナン
ス、制度的枠組、法律、政策及び戦略、並びに資金と技術へのアクセスの強化に
よって可能となる。明確な目標、複数の政策領域にわたる協調、包摂的なガバナ
ンスのプロセスによって効果的な気候行動が促進される。規制手段及び経済的
手段は、そのスケールアップと広範な導入によって、大幅な排出削減および気候
レジリエンスを支えうる。多様な知識の活用は気候にレジリエントな開発に有益で
ある。（確信度が高い）

C.7 資金、技術、及び国際協力は、気候行動を加速させるための重大な成功要
因である。気候目標が達成されるためには、適応及び緩和の資金はともに何倍
にも増加させる必要があるだろう。世界の投資のギャップを埋めるのに十分な国
際資本が存在するが、資本を気候行動に向けるにあたって障壁がある。技術革
新システムの強化は、技術や実践の広範な導入を加速化する鍵となる。国際協
力の強化は多数の手段（チャネル）を通して可能である。（確信度が高い）


